《書式一覧》
1．マイナンバー制度従業員周知文
本書式は、事前にマイナンバー制度が始まることを周知し、10月に送られてくるマイナン
バー通知カードを破棄しないよう呼びかけること、また住民票上の住所に送られてくるこ
とから住民票の場所を確認することに加え、従業員にマイナンバーを社会保障や税の書式
へ記載することは法令で定められた義務であることを周知するための書式です。
2．マイナンバー拒否確認書
本書式は、1の周知文で事前にマイナンバーの提供の意義を周知した上で提供を拒否する従業員がいた場合に、この確認書を受領することで万が一行政に「マイナンバーを社会保障や税の書式へ記載することは法令で定められた義務であることを周知のうえ提供を依頼したのか」と問われた場合でも、1と合わせて2を提示することで会社としての周知を行った事実を示すエビデンスとなります。
3．特定個人情報利用目的通知書
本書式は、マイナンバーの取得のステップで義務づけられているマイナンバーの「利用目
的の通知」を「自社の従業員向け」に行うことを想定して策定された利用目的通知書です。
持株会がない会社についての該当部分は削除してお使いください。
4．委任状
本書式は、マイナンバーを本人ではなく代理人から取得する場合に必要な本人確認の一部
である「代理権の確認」のための書式です。例えば、国民年金の3号届を3号被保険者か
ら会社に提出する場合等に、この委任状を従業員が配偶者から受け取って従業員が3号被
保険者の代理人として会社に提出するという場合に使います。
5．特定個人情報の適正な取り扱いに関する基本方針
本書式は、企業の安全管理措置の一環として策定することが推奨されている特定個人情報
の取扱いのための基本方針のサンプル書式です。
平成　　年　　月　　日
マイナンバー制度に伴うお知らせ
会社名
担当者
2016年1月よりマイナンバー制度が開始することになりました。マイナンバーとは住民票を持つ国民全員に一人ずつ付与され、税、社会保障、災害対策といった分野に利用されます。
このみなさんのマイナンバーを記録された「通知カード」が2015年10月より各市町村から順次簡易書留で郵送されます。
通知カードは皆さんの住民票上の住所に送られてきますので、まずは住民票の住所をチェックして、現在住んでいるところと住民票の住所が異なる場合には、住民票の移動の手続きを行ってください。
なお通知カードが手元に届きましたら重要に保管して、誤って廃棄することのないようにしてください。
みなさんのマイナンバーは、会社が行う社会保険や税務処理で利用する必要があり、社会保険や税の決められた書類にマイナンバーを記載することは法令で定められた義務となっています。
追って担当者よりみなさんのマイナンバーについての利用目的を示した上で、通知カードの写しを会社に提出していただきますのでスムーズな提供にご協力ください。
【個人番号カード申請のお勧め】
通知カードが郵送される際、「個人番号カード交付申請書」が同封されています。個人番号カードとは、マイナンバーが記録された顔写真入りのICカードで、今回同封される交付申請書に顔写真を添付し、返信すると後日市区町村の窓口で個人番号カードが交付されます。初回交付の手数料は無料で今後身分証明書として活用されることになりますのでこの機会に個人番号カードの申請を行っておくことをお勧めします。
以上
平成　　年　　月　　日
マイナンバー提供の拒否についての確認書
会社名
担当者
私は、（会社名）から周知された「マイナンバー制度に伴うお知らせ」及び通知された法令に基づく利用目的について内容を確認した結果、マイナンバーの提供について拒否します。
本マイナンバー提供の拒否により、私が被る一切の不利益について理解し、（会社名）に対して損害賠償等の法的措置を行うことはいたしません。
住所
氏名　　　　　　　　　　　印
平成　　年　　月　　日
会社名
特定個人情報利用目的通知書
当社従業員　各位
当社は、貴殿および貴殿の扶養家族の個人番号（行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等に関する法律に定める個人番号をいいます。）を
以下の目的で利用いたします。
	税務
	1
	源泉徴収票作成事務

	
	2
	扶養控除等（異動）申告書、保険料控除申告書兼給与所得
者の配偶者特別控除申告書作成事務

	
	3
	退職所得に関する申告書作成事務

	
	4
	財産形成住宅貯蓄・財産形成年金貯蓄に関する申告書、届
出書及び申込書作成事務

	社会保険
	1
	健康保険・厚生年金保険届出事務

	
	2
	健康保険・厚生年金保険申請・請求事務

	
	3
	雇用保険・労災保険届出事務

	
	4
	雇用保険・労災保険申請・請求事務

	
	5
	雇用保険・労災保険証明書作成事務

	従業員持株会
	1
	従業員持株会への提供


平成　　年　　月　　日
委任状

会社名　　御中
（代理人）
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
私は上記の者を代理人と定め、私の個人番号を貴社に提供する事を委任します。
（本人）
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
定個人情報の適正な取り扱いに関する基本方針
会社名

当社は、特定個人情報等の適正な取り扱いの確保について組織として取り組む

ため、本基本方針を定めます。

1．事業者の名称

会社名
2．関係法令・ガイドライン等の遵守

当社は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律」、個人情報の保護に関する法律」及び「特定個人情報の適正な取扱いに

関するガイドライン（事業者編）1を遵守して、特定個人情報の適正な取扱いを

行います。

3．安全管理措置に関する事項

当社は、特定個人情報の安全管理措置に関して、別途「特定個人情報取扱規程」

を定めています。

4．ご質問等の窓口

当社における特定個人情報の取扱いに関するご質問やご苦情に関しては下記の

窓口にご連絡ください。

5．改善

当社は、特定個人情報が適正に取り扱われるよう、継続的な改善に取り組んで

まいります。また、改善した内容を本基本方針に随時反映してまいります。

【会社名】会社名
【窓口の部署】担当部署
【TELIE－mai1】
